Wage Inequality in Developed Countries by 小田 正雄 & Oda Masao
先進国の賃金格差
著者 小田 正雄
雑誌名 關西大學經済論集
巻 48
号 4
ページ 395-406
発行年 1999-03-15
その他のタイトル Wage Inequality in Developed Countries
URL http://hdl.handle.net/10112/13629
395 
論文
先進国の賃金格差＊
小 田 正 雄
要約
1980年以降先進諸国で顕著になった賃金格差を説明するために，特殊的要素モデルをtwostageに拡張す
る。このモデルを用いて，賃金格差の外生的要因と考えられる市場開放，技術進歩，労働輸入の効果を明ら
かにすると共に，教育費用と賃金格差の関係を明らかにする。さらに賃金格差を含む産業調整のプロセスや
賃金格差と貿易の関係について考察する。
キーワード：特殊的要素モデル：賃金格差；教育費用
経済学文献季報分類番号： 15-11 ; 06-10 
I 序論
1980年代に入ってアメリカやカナダなどの先進国で，熟練労働者(skilledlabor)と未熟練労働者
(unskilled labor)の間の賃金格差が拡大してきている。 Autor,Katz and Krueger (1998)によ
れば， 1970年代のアメリカでは大学卒と高校卒の賃金格差は55%であったが，この格差は1995年に
は62%にまで拡大しているという。このような傾向は他の先進国でも見られるが，このような賃金
格差の拡大はどのように説明すればよいのであろうか。またそれは所得分配や貿易パターンなどに
どのような影響を与えるのであろうか。この問題はいまアメリカの経済学会などで大きなトピック
スになっており， 1990年代の後半から多くのペーパーが発表されてきている。 Blauand Kahn 
(1996), Davis (1996), Kremer and Maskin (1996), Murphy and Welch (1993), Richardson 
(1995), Wood (1995)などは，この10年の間におけるアメリカの労働市場における最も大きな変
化は，熟練労働に対する未熟練労働の賃金が相対的にも絶対的にも低下したことであるという。
Bound and Johnson (1992)やKatzand Murphy (1992)などの実証研究も，アメリカの賃金構
造が1980年代以降，劇的に変化したことを示している匁
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これまでの研究から，賃金格差の原因として，アメリカなどで行われた熟練偏向的な技術進歩
(skill-biased technological change), 途上国からの労働集約財の輸入，中間財の outsourcing,
および未熟練労働の輸入などが指摘されている。しかしこのような外生的な要因の変化の効果を一
般均衡モデルの枠組みで分析した研究はまだ殆ど行われていない。特に重要なことは，一時的な賃
金格差ではなく，賃金格差が拡大傾向にあることを如何に説明するかということである。
小論の目的は， 1) specific factor modelをtwostageに拡張することによって，前述の外生的
な賃金格差要因の効果を一般均衡的に扱う， 2)cost of education (教育費用）を導入することに
よって，賃金格差の拡大化傾向を明らかにする， 3)賃金格差下の産業調整，賃金格差と貿易の関
係を明らかにすることによって，この問題に一つの解答を用意することである。
小論は次のように構成される。 I節でtwostage specific factor modelを考え，熟練労働と未熟
練労働という 2種類の労働の存在を考慮した特殊的要素モデルを設定する2)。II,IV, V節では，そ
れぞれ3つの外生的な要因の変化が賃金格差に与える効果を明らかにすると共に，それぞれのケー
スにおける効果の違いを示す。 VI節ではcostof educationを導入し，賃金格差と技術ギャップの関
係を結びつけ，賃金格差拡大化傾向を説明する。 Vil節ではphasediagramを用いて，賃金格差下の
産業調整のプロセスを示すo VIl節では賃金格差と貿易の関係を考える。 IX節は結論である。
I Two stage特殊的要素モデル
ある先進国（自国）が， 2つの最終財 (X1,ふ）を 3つの生産要素 (K,Lr, Li)を用いて，完
全競争，完全雇用，規模に関して収穫一定の下で生産するものとする。モデルはtwostageに分か
れる。第1stageで，熟練労働集約的な第2財部門はlerningby doingによって技術水準を向上さ
せる。その結果，第2stageのスタートにおける自国の生産側のモデルは次のように示される。
C1(W1, r, a1)=aぃ(wr,r, a1)w1+aK1(W1, r, a1)r=P1 (1) 
C2(W2, r, 叫 =aL2(W2,r, a2)w叶知(w2,r, a2) r=P2 
ac, (w,, r, a,) 
•X1=L1 aw, 
ac2(W2, r, a2) 
aw2 
• x; 戸ム
ac,(w,, r, a,) ac2(W2, r, a2) 
ar ・Xげ ar • ふ=K
炉 F2[ iふ（紐], and F'2>。
(2) 
(3) 
(4) 
(5) 
(6) 
W2-W1= g (7) 
(1)一(7)は，第2財部門の技術水準と賃金格差を内生化した簡単な特殊的要素モデルである。
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で， c;U= 1, 2)はj財部門の単位費用であり，それはj部門の賃金率 W;, 資本のレンタルr,
および技術水準 a;に依存する。 ll;;はj財1単位当たりの最適（少）£(£=L, K)要素投入量であ
る。 P;はj財の価格であり，ふはj財の生産量である。 Kは一般的要素であり， L,は第1財部門に
特殊的な労働（未熟練労働）であり，ムは第2財部門に特殊的な労働（熟練労働）である。このモ
デルは第2財が熟練労働集約的であり，第1財が未熟練労働集約的であるというケースを極端な形
で表わしたものである。
完全競争の仮定から(1),(2)が得られ， (3),(4), (5)は完全雇用の仮定を表わす。 (6)は第2stageのス
タートにおける第2財部門の技術水準を与え， (7)は第2stageのスタートにおける賃金格差(g)を
決める。いま P;,L;, K, およびa,が与えられれば， (1)一(7)から 7個の変数， X炒';, r, a2, ぉょ
びg(> 0)が決定される。このモデルの特徴は，第1stageにおける learningby doingによって，
第2stageのスタートで賃金格差が内生的に生じているということである。
I 輸入競争と賃金格差
1980年代以降のアメリカの途上国からの輸入の拡大が，アメリカの賃金格差拡大の大きな要因に
なっていると言われる。このことをこのモデルで確認したい。自国は熟練労働豊富国で初期に熟練
労働集約的な第2財を輸出し，未熟練労働集約的な第1財を関税を課して輸入しているものとする。
いま関税を引き下げ（または撤廃し）て第 1財の市場を途上国に開放するものとする。 (1)一(5)を
微分して費用最小化条件を用いれば，次を得る。
＾＾＾ 8LI処 +8K1r=P,
＾＾＾ 8L2処+8K2r=P2
A A A 
ふ,1<1処＋入K2<12妬＝（し:1(1げふ:2叫 r
(8) 
(9) 
0) 
ここで「＾」印は変数の百分比変化を表わす。 Ooはj財部門に占める i要素の所得の分配率を示す。
また入Kiはj財部門に用いられる資本の比率である。 <f;=<aK;-aぃ）／（砧一;)>Oで， j財部門にお
ける要素代替の弾力性である。 (8),(9), (10)から次を得る。
（入K1<f1+入譴L心）砿+(8叫 k心）砧=I'ふ
(8叫 K1<f1)砿＋（入K2<f2十入Kl{JL呵）砧=rfi2
ただし， I'=(入K1<f1+入k西）>Oである。
(Iり
(12) 
いまたは一定であるが，輸入自由化によってp,が低下するものとする丸(10),UO, U2)より次を得る。
＾ ＾ [I'(,lK181. 函＋心2<12)P』W1= △ 
＾ ＾ [I'(8K2,lKI <1) P』W2=- △ ＞。
<O 
＾ ＾＾ [I'(,'¥.Kl <1 + ,lK2<12) P』W2-W1=-
△ 
03) 
(14) 
＞。 (15) 
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＾ ＾ ［｛入K1BL心 UK1び1十入k心）か］r= △ <O 
ただし，△ ＝［入2Kl 0L 2砧＋入2Kz0Lia'ぢ十入Kl入K2び心（肛＋和）J > 0である。
(16) 
U3)一(16)から，途上国への市場開放は次のような結果をもたらすことが分かる。第 1に，未熟練労
働の賃金率が低下し熟練労働のそれが上昇するので，賃金格差が拡大する。第2に，資本のレンタ
ルも影響を受け，資本レンタルが低下する。したがって，先進国の市場開放による輸入競争は賃金
格差を拡大するが，これはアメリカなどで見られる賃金格差拡大化傾向と両立する。
IV 技術進歩と賃金格差
Johnson (1977)やTopel(1997)は，先進国における技術進歩が賃金格差の要因であるとしてい
るが，そのことをこのモデルで確認したい。また最近では， Berman-Bound-Machin(1998)など
によって， Skill-BiasedTechnological Change (SBTC)が賃金格差の原因であると主張されてい
る。ここではこのモデルでHicks-neutralな技術進歩が賃金格差を拡大させることを示し，その
special caseである SBTCについてコメントする。
技術進歩はその性格から熟練労働集約的な部門，したがって，第2財部門で行われると考えられ
るので，第2財部門で技術進歩が行われたとする。いま財価格と生産要素量一定の下で，自国の第
2財でHicksneutralな技術進歩が行われたとする。このような技術進歩は要素価格一定の下で要
素投入係数を引き下げるので，次を得る。
aaL2 = aaK2 <O 
aa2 aa2 
(17)< 0 
aL 2とaK2の逆数はそれぞれ第2財部門における労慟と資本の生産性であるので，このことは第2
財部門での 2要素の生産性が高まることを意味する。財価格は一定であるので，両要素の実質報酬
率が高まることになる。資本は部門間を移動するので， (8),(9)から次の関係が成立する。
砿＞わふ＝ふ=O>砿 (18) 
(18)から，第2財部門での技術進歩は賃金格差を拡大することが分かる。なお，第2財部門での技術
進歩はそれが資本節約的なものであっても，労働節約的なものであっても(18)の関係が成立するので，
賃金格差は拡大するであろう。
次に，最近の一連の研究で， SBTCが賃金格差の原因であると指摘されているが，それは一定の
要素価格比率の下で，熟練労働の需要を増やし，未熟練労働の需要を減らすような技術進歩である
と考えられる。技術進歩が未熟練労働ではなく，熟練労働に対する需要を増やすということは重要
であり，最近の先進国の技術進歩の性格を表している。もしこの国でSBTCが起これば，それは要
素価格一定の下で熟練労働に対する需要を増やし未熟練労働に対する需要を減らすので，第2財部
門での中立的な技術進歩の場合よりも，賃金格差は一層拡大することになる。
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v 労働輸入と賃金格差
1980年代以降，ァメリカやカナダは途上国から大量の未熟練労働者を受け入れている。このよう
な労働者の受け入れは受け入れ国の賃金格差に大きな影響を与えていると思われるが，これまでそ
の効果を一般均衡的に扱った研究は行われていない。以下，両部門の価値的要素集約性が，賃金格
差拡大の決定に重要な役割を果たすことが知られるであろう。
ある先進国の未熟練労働の輸入は dL,>0で表すことができるので， P;,a;, L2, およびkを一定
とすれば， (1)一(5)から次を得る。
＾ 砿＝―[~]入K1L1 < 0 
0ぃ¢ 09) 
＾ 砧＝―[年］入ぃL1< O 
01、2 <p 
(20) 
砧ー砿＝［恥_0Kz]入Kふ
0L1 0Lz <p 
(2D 
ただし， ef,=[杯<J1+入Kz<iz] > 
0u 0Lz 
0である。
(19)一(21)から次のことが言える。
第 1に，未熟練労働の輸入は両タイプの労働の賃金率を引き下げる°。これは第 1財の輸入自由化
の効果を表す(13),(14)と極めて対称的である。第 2に， (21)から賃金格差が拡大するかどうかは，両部
門の価値的要素集約性の差に依存することが分かる。もし (0Kil0ぃ） > (0K2/81,2), つまり，第 1
財部門が価値的により資本集約的であれば，未熟練労働の輸入は賃金格差を拡大する。その理由に
ついては次の点を考えればよい。第1財部門が資本集約的であるので，未熟練労働を相対的に必要
としないこと，いま一つは，未熟練労働の輸入によって未熟練労働の存在量が増えるからである。
これらはいずれも，糾を引き下げるように作用するので賃金格差が拡大することになる。逆にもし
(0K1/0ぃ） <(0K2l8L2)であれば，第 1財が労働集約的になるので末熟練労働に対する需要が相
対的に拡大し，糾が相対的に高まるので賃金格差は縮小することになる。したがって未熟練労働の
輸入の場合には，両部門の価値的要素集約性の差が非常に重要になるのである。
以上，賃金格差をもたらす3つの外生的要因を指摘したが，それぞれの要因が賃金格差を拡大さ
せるかどうか，またどの程度拡大するかは，それぞれの要因の変化の大きさとモデルのパラメター
に依存することが分かる。
VI 教育費用と賃金格差
前述の 3つの外生的な要因はいずれも重要であるが，しかしそれだけでは1980年代以降のアメリ
力やカナダなどで見られる次のような事実を考慮していないので，不十分である。
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第1に，賃金格差が傾向的に拡大していることを説明していない。第2に，これら諸国では熟練
労働によって新技術が連続的に生産されており，その熟練労働は高い教育費用を必要とする高度な
教育によって生産されているのであるが，そのような点を考慮していない。周知のように，最近の
高度の教育は高度な技術者によって行われているが，その高度な技術者を作り出すには高額の教育
費用が必要とされる。したがって，先進国で見られる賃金格差を究明するためには，賃金格差を内
生的に説明するだけでなく，教育費用を通じて両部門の賃金格差と技術ギャップを結びつけなけれ
ばならない。
教育と貿易に関してはすでにいくつかの研究がなされているが，とりわけ Findlay-Kierzkowski
(1983)とBhagwati-Hamada(1974)が有名である。前者は Heckscher-Ohlinモデルに人的資本
(human capital)を導入し， Heckscher-Ohlinモデルで成立する定理の幾つかは，人的資本を導入
した場合でも成立することを示している。後者は主として教育と国際労働移動を扱っている。しか
し現在のところ賃金格差を内生的に説明し，賃金格差，教育費用，および技術水準の関係を検討し
た研究は行われていない。
われわれは，賃金格差拡大の基本的な要因はInnovation(技術革新）ないし Technicalprogress 
（技術進歩）であると考え，それを賃金格差拡大と結びつける。そのために，第1に賃金格差をパ
ラメターとして外生的に与えるのではなく，賃金格差が内生的に決まり，その賃金格差が長期均衡
で教育費用に等しくなるモデルを考える5)。第2に，教育費用と技術ギャップを結びつける教育費用
関数 (educationalcost function)を導入し，賃金格差，教育費用，および技術ギャップの間の関
係を考える。
一般に技術革新ないし技術進歩は 2つの方法によって行われる。一つは経験，つまり学習効果
(learning by doing)であり，いま一つは研究開発 (researchand development)投資である。こ
こでは前者のケースを考え，それが第istageの第2財部門で行われるものとする。学習効果は経験
の産物であり，その経験は累積された生産量によって近似されるであろう。それゆえに，第2財部
門の技術水準は， (6)式で示されているように，第2財の累積生産量とプラスの関係にある。したが
って，第 1stageのスタートでは a戸 ot2=1であるが，第2stageのスタートでは ot2>1 = Ol1とな
る。
次に教育費用関数を導入する。教育費用Eは，未熟練労働者が自らを教育して熟練労働者になる
ために必要な，単位時間当たりの費用であると定義する 6)。その教育費用は 2つの側面から構成され
る。一つは教育費用を増加させる側面であり，今一つはそれを減少させる側面である。次のような
簡単な教育費用関数を考える。
E=E(a亡知 s)=M(a2-a1)+N(a2-a1, s) . (2)
ここで， Mは教育費用増加側面を，またNは教育費用低下側面を表す。ここでMは両部門の技術ギ
ャップに依存するが， Nは技術ギャップだけでなく政府の教育費補助政策 (s)にも依存するもの
とする。第 1stageで第2財部門の技術水準が高まるのであるが，その過程でより高度な熟練労働や
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ィンフラストラクチャーを必要とするので，教育費用が増加する。この側面がMで表される。他方，
新技術は資本と労働の生産性を高め，その結果，教育費用について規模の経済が生じ，教育費用が
低下することが考えられる。また政府が行う教育費補助政策 (s) は教育費用を低下させる。それ
らがNで示される。したがって， (7)式の代わりに(2)を用いれば，教育費用関数を含むtwostageの
特殊的要素モデルは， (1)一(6)と(2)となり，変数は X;,W;, r , a2, およびE,パラメターはP;,L;, 
K, a1, sである。
次に賃金格差と教育費用との関係を明らかにし，その上で賃金格差と技術ギャップの関係を検討
する。
まず賃金格差は長期均衡では教育費用に等しくなる。何故ならもし賃金格差が教育費用より大き
ければ，未熟練労働者は教育費を払って熟練労働者になり，熟練労働者の供給が増えるので初期の
賃金格差が縮小し，最終的に両者が等しくなるからである。したがって次を得る。
w2-w,=E (23) 
いま a戸 1の仮定の下で， (2)を変形すれば次を得る。
E= <n-cJ)ふ泰 (24) 
aM a2 aN a2 aN s ただし， n= -> o,o=- -> o,g=---> oであり，それぞれa (a2 -a1) E a (a2 -a1) E as E 
技術ギャップ (a亡 a1)に関するMとNの弾力性，補助金Sに関するNの弾力性である。 (24)から E
の符号は <n―o) とどの値に依存することが分かる。 (23),(24)から，次を得る。
砿=p砿+(l-p)E=p砿+< 1 -p) [<TJ-o)らー 泰］
更に(25)から，賃金格差の変化は
(25) 
w2 -w, = < 1 -p) (E-w,) = (1 -p) [ < T/-a)~2一泰—i』 (26) 
w, E となる。ただし， O<p=-<l, O<(l-p)=-<lである。
W2 W2 
(25), (26)は賃金（格差）と，教育費用，教育費用補助政策，および技術水準の変化の関係を示して
いる。まず(25)は熟練労働の賃金率の変化は，未熟練労働の賃金率の変化と教育費用の変化の加重平
均であることを示している。他方(26)は，賃金格差の変化と教育費用の変化の間にプラスの関係があ
ることを示している。 (26)の最後の式から次のことが言える。第 1に，もし第2財部門で技術進歩が
行われ， (1]-0);2-泰＞砿であれば，賃金格差が拡大する。第2に，もし政府の十分な教育費補助
政策によって (1]―a)ら＝泰となれば，賃金格差は変化しない。第3に，教育費補助政策は賃金格
差を縮小させること，またその効果は (l-p)どに依存する，などが分かる。
(7]―cS)'ふら， p, 砿，ふおよびEなどの値を知るためには，実証研究が必要である”。しか
しアメリカなどの先進国では教育費用が年々増加しているので， (1]-0)はプラスであろう。またら
もプラスであろう。さらに教育費用補助政策がなされているが，必ずしも十分ではない。したがっ
て， (1]-0)ら＞泰であろう。他方，砿については， Katz-Murphy(1992)は1979年から1987年に
おけるアメリカでは，それがマイナスであることを指摘している。したがって，このような現実を
考慮すれば，モデルの上でも賃金格差は拡大することになる。
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VI 賃金格差下の産業調整
この節ではこのモデルの動学的な側面を考える。一国の産業構造は技術進歩や貿易の影響を受け
ながら変化していくのであるが， それは賃金格差などのdistortionを伴いながら行われる。 したが
って， ここでは賃金格差を含むspecificfactorモデルで，産業調整がいかに進行するかを考える。
j財の生産関数をふ=F;(K;,L;)とし，初期に両要素はmobileであるとする。完全競争と完全
雇用を仮定すれば，賃金格差の存在しない第1stageのスタートでは次の関係が成立する。
w=pFげ(K2,L2) =Fl、1(K-K2,
r=pF討(K2,L2)=F計(K-K2,
L-L2) 
L-L2) 
ただし， P=P2!かは第2財の第 1財に対する価格比率であり，
{'l/)(28)から次を得る。
dK2 ＝一 F1LL +PF2LL dL2 i.=。［和+PF2LK]>。
舟I氏=O=-[灼二芦］＞。
切）
(28) 
また例えば， Fげ=_q_且
aL2 >Oである。
(29) 
(30) 
ただし， FilL<o, FiKK< o, およびFi1.K=F知 >Oである。もし Routh-Hurwitz条件が満たさ
れれば， ~9)のスロープは(30)のそれよりも急になるが， ここではそのように仮定する。 これらは図 1
で示されている。図 1で初期の均衡点はAで， K2aとLiaがそれぞれ第2財部門で用いられる初期の
K, ． 
ら=O • L{=O 
K; 
K; 
K; 
k;=o 
． 
K2=0 
ー ?
????
? L; L; L2 
図1
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資本量と労働量である。
次に，産業調整を引き起こす 2つの要因を導入する。一つは第2財部門における技術進歩であり，
いま一つは輸入競争である。最初に前者を考える。いま第 1stageにおける learningby doingによ
って第2stageのスタートでot2>1となるが，（”―o)らー函＞砿であれば'(26)から第2stageの
スタートで賃金格差を生じさせる。もしその賃金格差が教育費用を上回れば，未熟練労働者が教育
費用を払って熟練労働者になるインセンテイプを与えるので，熟練労働者を増加させる 8)。このよう
な労働調整のプロセスは，次式で示すことができる。
奢=f [w2-w,-E (a亡知 s)],I [O]=O, f'[・]>。 (3U 
未熟練労働者は自ら教育費用を負担しなければならないので，賃金格差がこの費用よりも小さく
なることはない。またもしこの教育費用が上昇すれば，労働調整のプロセスはより大きな賃金格差
を伴ったまま終息することになる。したがって賃金格差は長期的に教育費用に対応することになる。
これは重要なことであり，最近の先進国における技術水準の向上は高度技術者の需要を高め，これ
が教育費用の上昇を引き起こして賃金格差を拡大していると考えられる。
このような熟練労働者の増加はまた資本市場の調整を生じさせる。資本市場の調整は，次式で行
われる。
dK2 ―=h(r2-r,), h (0)=0, h'(・)>。
dt 
(32) 
ただし，がまj財部門の資本レンタルである。(3U(32)で， dLi/dt = dK2/ dt = 0を満たす L2と氏が長期
均衡における L2と氏となる。
産業調整のいま一つの要因は輸入競争である。図1は輸入競争による産業調整のプロセスを示し
たものである。仮に輸出財の価格たは一定であるが，輸入競争の結果p,が低下し，その結果P=P2! 
かが上昇するとしよう。 Pの上昇は図1でL2=0曲線を右側にシフトさせ，また K2=0曲線を上方
にシフトさせる。したがって両要素が第 1財部門から第2財部門にシフトし始める。しかしここで
2つの側面を考慮しなければならない。第 1は，労働は短期的には産業に specificであるというこ
とであり，第2は，長期的に教育費用に等しい賃金格差が存在するということである。したがって
動学的調整プロセスは，まず図 1のA点からB点にシフトし，その後C点に移行することになる。
L'2= 0曲線と K'2=0曲線が交わるC点が最終点であるが，そこではE(a2-ai, s)に等しい賃金
格差が存在する。
VIU 貿易量と賃金格差
先進諸国で拡大している賃金格差は，これら諸国の貿易量にどのような影響を与えているのであ
ろうか。また逆にその貿易は賃金格差にどのような影響を与えているのであろうか。多くの先進国
は他の先進国と産業内貿易を行うと共に，途上国と産業関貿易を行っているので，そのような状況
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をモデル化する。
2財3国モデルを考えよう。 3国の中， 2国は先進国で残りの国が途上国である。自国は先進国
の一つである。各国は両財を生産するが，未熟練労働は第1財に特殊的であり，熟練労働は第2財
に特殊的である。先進国は互いに第2財を輸出するとともに，途上国に第 1財を輸出する。他方，
途上国は先進国に第1財を輸出し第2財を輸入するものとする。したがって先進国は産業内貿易と
産業間貿易を行うが，途上国は産業間貿易だけを行うものとする9)。さらに先進国間の産業内貿易は
差別化財に対するバラエテイ愛好 (loveof variety)動機によって行われるのに対して，産業間貿
易は比較優位にそって行われ，その比較優位は賃金格差によって決まるものとする。未熟練労働が
熟練労働に転換する時間的余裕を考えるか否かで，短期と長期に分けることができる。最初に短期
を考える。
a)短期
まず賃金格差の拡大が自国の貿易に与える効果を考えよう。いまK,Lj, r, およびw,一定の下
で，外生的な理由によって如が上昇するものとする。 (8),(9)からP2>o, およびが=Oを得る。他
の条件一定で輸出財価格が上昇するので，自国の産業間貿易は抑制されるであろう。他方，砧>fi2>
O=p,=rであるので，自国の実質所得は増加する。所得の増加は差別財である第2財の需要を拡大
するので，産業内貿易は拡大するであろう。この産業内貿易の拡大は逆に熟練労働に対する需要を
高め， W2をさらに上昇させるであろう。したがって，産業内貿易の拡大と W2の上昇の間にはプラス
の累積効果が生ずる可能性がある。他方，産業間貿易も熟練労働に対する需要を高めるので，自国
の貿易拡大は賃金格差を一層拡大することになる。
b)長期
このように賃金格差が拡大し，それが教育費用を上回るようになれば，長期的に(30に沿って労働
調整が進行する。その調整プロセスでより多くの未熟練が熟練労働に転換する。その過程で初期に
拡大していた賃金格差は縮小し，低下していた比較優位性が回復する。したがって産業間貿易は促
進されるであろう。他方，この賃金格差縮小プロセスで産業内貿易は拡大するであろう。何故なら，
以前よりもより多くの熟練労働が存在するようになっているので，より多くの差別化財が生産され，
消費されるからである。
以上から産業内貿易は賃金格差の変化の如何にかかわら増加するのに対して，産業間貿易は賃金
格差の拡大につれて低下し，賃金格差の低下につれて拡大することになる。最近の産業内貿易の拡
大と産業間貿易の停滞は，先進国での賃金格差拡大と対応していると言える。
IX結論
1980年代以降における先進国における賃金格差の拡大は，いまアメリカの学会などで大きな関心
を集めているが，その原因と効果を一般均衡モデルで考察した研究は見られない。ここでは，specific
factorモデルをtwostageに拡張することによって賃金格差が内生的に生じうることを示し，また
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賃金格差が拡大している現実を説明するために教育費用を導入し，賃金格差と技術ギャップの関係
を明らかにした。また phasediagramを用いて，モデルの動学的な側面を図示した。さらに賃金格
差が産業内貿易と産業間貿易に非対称的な効果をもたらすことを示した。
賃金格差を内生的に説明する試みは賃金格差理論の前進にとって重要であるが，まだ十分果たさ
れていない。さらにそのような生産要素価格の内生的な変化が財の貿易や生産要素の国際移動とど
のような関係にあるかということも興味深いテーマである。究明すべき多くの課題に直面している。
注
1) Kats-Murphy (1992)によれば，アメリカでは1979年から1987年間で高校以下の教育しか受けていない労働者の
実質賃金率は年平均6.6%下落したが，これと対称的に 4年制大学かそれ以上の教育を受けた労働者の実質賃金率は
年平均7.7%以上増加したという。勿論， 1987年以降について実質賃金率が拡大していることは言うまでもない。
2) Krugman (1995)やWood(1995)は， Heckscher-Ohlinモデルを用いて貿易が賃金格差に与える効果を考察し
ている。しかし賃金格差を内生的に説明するには， Jones(l971)などによって一般化された SpecificFactor model 
の方が優れている。有名な Harris-Todaro(1970)の賃金格差モデルは，都市部門において厖用される確率を考慮
したモデルである。ここでは熟練労働と未熟練労働という 2つのタイプの賃金率が内生的に決まり，それが長期的
に教育費用に等しくなる。
3) ここでは輸入競争の効果を輸入財の価格かの低下で示している。一般的に輸入競争の効果はp,の下落か，そして
あるいはまたかの上昇として示すことができる。もし両者が同時に生ずれば賃金格差への影響はそれだけ拡大され
たものになる。
4)巫が下落するのは，資本が第2財部門から第 1財部門に移動するからである。
5) Batra (1973)や Neary(1978)のような標準的な賃金格差モデルでは賃金格差はパラメターとして与えられるが，
ここでは賃金格差が内生的に決まる。
6)未熟練労働は自国内で教育を受けるものと仮定する。もし外国で教育を受ければ，国際労働移動が生ずる。
7) Blau-Kahn (1996)はアメリカにおける賃金格差が他のOECD諸国よりも大きいことを明らかにしている。しか
し教育費用の国際比較についての実証研究はまだ十分なされていない。我々のモデルから予想できることは，アメ
リカにおける教育費用は他のOECD諸国より高いであろうということである。
8)第1財部門では技術進歩が行われないので， a,=1で一定である。
9)差別化財による産業内貿易については，例えばDixit-Norman(1980)を見よ。
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